
・東京都の防犯機器購入補助事業を活用して、防犯
カメラやカメラ付きインターホンなど、防犯機器の購入
費用を助成します。
・立川警察署と連携して、市役所職員を名乗るなどの
特殊詐欺防止に向けて啓発等を行います。

・避難所運営委員会と連携して、引き続き各避難所で
地域住民参加型の訓練を実施します。
・災害時に活用が見込まれるトイレカーの導入につい
て、引き続き予算化に向けて検討します。
・地域の防災・消火力向上のため、市内で２７ある自
主防災組織の実働訓練（可搬ポンプ、スタンドパイ
プ）等の放水訓練を実施します。

4 防犯対策の強化

・令和7年7月から防犯機器等購入助成を開
始しており、令和8年3月24日現在で合計
307件、4,237,000円の助成を行っています。
・特殊詐欺の件数は増加傾向にあり、市報
やメール配信の活用等、引き続き立川警察
署とも緊密に連携しながら、市民の安心安
全のため啓発活動等を行っていきます。

5
避難所運営訓練等
各種災害対応の強
化

・指定避難所となっている市立小学校、中学
校において、地域住民で組織される避難所
運営委員が中心となって避難所開設訓練を
実施し、合計で約600名の参加がありまし
た。
・自主防災組織の実働訓練を第四小学校と
城山公園で実施し、合計約140名が参加し
ました。地域ごとに実施日時や会場を分け
たことで、市民が訓練に参加しやすくなりま
した。

行政管理部は、文書、法務、情報システム、契約、職員人事・福利厚生、市有財産の管理・営繕等の内
部管理業務と防災・防犯対策、戸籍や住民基本台帳、年金の窓口対応など市民に関わる業務を行って
います。内部管理業務においては扇の要として確実に施策の業務を実施し、円滑に組織運営ができるよ
うに支えてまいります。市役所の顔である市民課では、丁寧な接遇を行います。また、職員が生き生きと
働くことができなければ、住民福祉の向上を達成することができません。働き方改革を進めるとともに、カ
スタマーハラスメントには毅然とした対応を行います。

達成状況

1

令和7年度の重点項目

№ 項目

旧学校給食センター跡地への会議室棟の建設に伴
い、関係部署との協議・調整を丁寧に行った上で、既
存の会議室を執務室へ転用することにより、執務ス
ペースの拡大を図るとともに、市民ロビーの執務室使
用を極力解消するなどして、職員が働きやすい執務
環境と、来庁する市民が利用しやすい庁舎環境を整
備していきます。合わせて政策経営部と連携し、組織
改正に向けた対応を行います。加えて庁舎トイレの
排水設備及び衛生陶器等を更新するとともに、地下1
階・地上1階東トイレ改修、仮設トイレ整備、車いす優
先トイレ設置、保健室改修までの工事を行います。

会議室棟の建設に
伴う庁舎執務及び
利用環境の最適化

2

コンビニ交付については、令和7年第4回定
例会にて手数料条例を改定し、令和8年3月
1日から期間限定にて手数料を10円としまし
た。これらによりR7年度の交付枚数は
30,637枚となり、令和6年度比　1.19倍、3月
分については1.65倍（設計1.4倍）に増加し窓
口混雑緩和とカード普及の一助となりまし
た。マイナンバーカード関係事務について
は、R8年度より一部委託化する予算を計上
し、更なる普及に努めていまいります。

行政管理部の運営方針、重点項目（令和７年度）

行政管理部の運営方針

所属課と人員
（R7.4.1現在）

行政管理部の概要

104 人
総務課・建築営繕課・文書法制課（法務担当含む）・職員課・防災安全課・検

査担当・市民課

会議室棟が無事に竣工し、庁舎3階の第1～
4会議室を活用した庁舎執務室配置を庁内
合意し、一部執務室の変更を令和8年2月よ
り順次実施しています。また、庁舎東側トイ
レ（車いす優先トイレ含む）、地下トイレ等に
ついても無事に竣工しました。

3

社会的インフラとなりつつあるマイナンバーカードの
普及に努め、市民へのコンビニ交付の広報を進めま
す。また、令和7年度のコンビニ交付は、年間30,000
枚の証明書交付を目指します。

国勢調査の円滑な
実施

本年度に実施される我が国における最も重要かつ基
本的な調査である国勢調査について、定められた方
法及びスケジュールに従い、事故なく安全かつ確実
に実施することができるよう進捗管理を行います。

具体的内容

労働市場の変化や職員の業務の増大によ
り、調査員・指導員の確保が困難な状況で
したが、様々な努力で調査員・指導員を必
要数確保することができました。今回の国勢
調査は、都への提出期限が従前より1か月
早いタイトなスケジュールでしたが、無事期
限に間に合わせることができました。調査結
果によれば住基上の人口を127人上回る世
帯人数と、実態に近い結果となり、調査の精
度も確保できたところです。

マイナンバーカード
の円滑な交付とコン
ビニ交付事業の拡
充



職員の働き方改革
に向けた取組

各課において積極的にAIを活用するよう促
すとともにDX推進のための予算計上に努
め、職員課においてタレントマネジメントシス
テム導入の先鞭をつけました。また、電子契
約を導入するなど、アナログ規制の撤廃に
努めました。

7
自治体DXに向けた
取組

6

人員不足を補うためのDX化を推進するため、各課で
予算措置を行っていきます。また、アナログ規制撤廃
を推進します。

①、③については特定事業主行動計画に位
置付けを行いました。②については8/12～
試行実施を経て11月より本格実施していま
す。④については、各種多様な採用活動を
行った結果、R8/4/1では専門職以外の欠員
が解消されています。また、執務時間と勤務
時間の整理を行い、R8/4/1より窓口時間短
縮を試行することとなりました。

人材の確保と人材の流出防止の観点を踏まえ、多様
な働き方に対応できる組織を作り、生産性を向上さ
せ、活気に溢れた職場づくりを進めます。
①テレワークの推進②職員の軽装勤務実施③フレッ
クスタイムの検討④採用活動を多様化するなど、欠
員補充を行います。また、行政管理部のみならず全
庁的な働き方改革推進のため、執務時間と勤務時間
の整理を行うとともに、カスタマーハラスメント対策を
推進します。


